
（3）館林市議会だより　　　（ 29. 11. 1 ）

で
、
全
員
一
致
で
可
決
さ
れ
ま

し
た
。報

告

▽
平
成
28
年
度
健
全
化
判
断
比

率
及
び
資
金
不
足
比
率
の
報
告

に
つ
い
て
＝
「
地
方
公
共
団
体

の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
に
お
い
て
、
財
政
の
早
期

健
全
化
及
び
財
政
の
再
生
並
び

に
公
営
企
業
の
経
営
の
健
全
化

を
図
る
べ
き
基
準
が
設
け
ら
れ
、

具
体
的
な
指
標
で
あ
る
実
質
赤

字
比
率
及
び
連
結
実
質
赤
字
比

率
に
つ
い
て
は
、
実
質
収
支
及

び
連
結
実
質
収
支
が
黒
字
で
あ

る
こ
と
か
ら
赤
字
比
率
は
な
く
、

実
質
公
債
費
比
率
は
４
・
５
％
、

将
来
負
担
比
率
は
92
・
６
％
で

あ
り
、
ま
た
、
公
営
企
業
会
計

に
お
け
る
資
金
不
足
比
率
に
つ

い
て
は
、
資
金
不
足
額
が
生
じ

て
い
な
い
こ
と
か
ら
資
金
不
足

比
率
は
な
く
、
全
て
の
健
全
化

判
断
比
率
及
び
公
営
企
業
会
計

に
お
け
る
資
金
不
足
比
率
と
も

に
、
国
の
判
断
基
準
以
下
の
数

値
と
な
っ
て
い
る
と
の
報
告
が

あ
り
ま
し
た
。

８
円
。
下
水
道
事
業
特
別
会
計

が
、
歳
入
18
億
１
０
７
２
万
８

２
７
７
円
、
歳
出
16
億
８
７
９

１
万
４
１
０
３
円
。
農
業
集
落

排
水
事
業
特
別
会
計
が
、
歳
入

５
４
６
３
万
８
４
１
１
円
、
歳

出
４
７
４
７
万
８
８
２
３
円
。

介
護
保
険
特
別
会
計
が
、
歳
入

59
億
４
７
２
０
万
１
８
６
４
円
、

歳
出
57
億
２
８
９
８
万
７
０
２

円
。
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会

計
が
、
歳
入
８
億
４
４
４
３
万

７
１
７
８
円
、
歳
出
７
億
９
２

３
６
万
８
１
３
０
円
で
、
い
ず

れ
の
特
別
会
計
も
黒
字
決
算
と

な
り
ま
し
た
。

　

本
決
算
に
つ
い
て
、
日
本
共

産
党
館
林
市
議
団
か
ら
反
対
討

論
が
、
緑
水
ク
ラ
ブ
か
ら
賛
成

討
論
が
行
わ
れ
、
採
決
の
結
果
、

賛
成
多
数
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

平
成
28
年
度
決
算

▽
平
成
28
年
度
館
林
市
歳
入
歳

出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て
＝
一

般
会
計
決
算
の
概
要
は
、
最
終

予
算
額
２
８
６
億
３
８
３
３
万

６
０
０
０
円
に
対
し
、
歳
入
決

算
額
は
２
８
６
億
４
７
８
８
万

６
７
０
９
円
で
、
予
算
に
対
す

る
収
入
率
は
１
０
０
・
０
３
％

で
す
。
ま
た
、
歳
出
決
算
額
は

２
６
７
億
８
２
１
５
万
５
９
５

８
円
で
、
そ
の
執
行
率
は
93
・

５
２
％
と
な
り
、
歳
入
歳
出
差

引
残
額
は
18
億
６
５
７
３
万
７

５
１
円
と
な
り
ま
す
。
こ
の
う

ち
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き

財
源
９
４
３
万
円
を
差
し
引
い

た
実
質
収
支
額
は
18
億
５
６
３

０
万
７
５
１
円
と
な
り
、
こ
の

う
ち
14
億
円
を
財
政
調
整
基
金

に
、
３
０
０
０
万
円
を
職
員
退

職
手
当
基
金
に
積
立
て
し
、
翌

年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を

含
む
４
億
３
５
７
３
万
７
５
１

円
を
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
ま

し
た
。

　

特
別
会
計
の
決
算
は
、
国
民

健
康
保
険
特
別
会
計
が
、
歳
入

99
億
１
３
８
７
万
３
７
４
８
円
、

歳
出
97
億
４
６
２
２
万
１
６
７

を
施
工
す
る
こ
と
に
伴
い
、
１

億
６
６
３
２
万
円
の
工
事
請
負

契
約
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
も

の
で
、
全
員
一
致
で
可
決
さ
れ

ま
し
た
。

補
正
予
算

▽
平
成
29
年
度
館
林
市
一
般　

会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）
＝

１
億
１
７
６
５
万
１
０
０
０
円

を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
２
７
７
億
７

９
１
５
万
７
０
０
０
円
と
す
る

も
の
で
、
全
員
一
致
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。

▽
平
成
29
年
度
館
林
市
介
護
保

険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）
＝
２
３
８
万
８
０
０
０
円

を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
65
億
８
３
２

６
万
３
０
０
０
円
と
す
る
も
の 岡野幹線排水路

▷市町村道路関係予算の確保及び道路整備に係る補助率等のかさ上げ措置の
継続を求める意見書（全員一致で可決）

【全文】道路は人々の生活を支え、地方の自立・活性化・生活維持に最も
基本的な社会基盤であり、特に市町村道は、地域住民に密接な施設であると
ともに、安全・安心の確保のため、必要不可欠な社会基盤でもある。しかし、
群馬県内の市町村道の改良率は全国的にも低い状況にあり、依然として地域
生活の維持には道路整備が必要不可欠である。
　また、平成 26年 7月道路法施行規則の改正により、橋梁やトンネルなど
の点検が義務付けられ、今後は新たに老朽化対策費の増大が見込まれており、
計画的な事業進捗を図るためには十分な予算確保が必要となっている。
　つきましては、財政状況が厳しい市町村の道路事業を着実に進捗させるた
め、平成 30年度の予算編成にあたり、下記事項を講じるよう強く要望する。

記
１　市町村道路整備事業が計画的に進捗できるよう、必要な交付金予算
の事業費総額を持続的に確保すること。
２　長期安定的に道路整備が進められるよう、「道路整備事業に係る国の
財政上の特別措置に関する法律」の補助率等のかさ上げ措置を平成 30
年度以降も継続すること。
以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。

提出先=衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、国土交通大臣

議員提出議案


